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〔民事〕 

司法試験予備試験用法文を適宜参照して，以下の各設問に答えなさい。 

 

〔設問１〕 

 弁護士Ｐは，Ｘから次のような相談を受けた。 

 

【Ｘの相談内容】 

「私は，平成２０年３月１日当時，使用していない倉庫（以下「本件倉庫」という。）を所有していまし

た。ある日，友人であるＹが，遠方に一時的に転勤するため，家具等を保管するために本件倉庫とその敷地

を売ってほしいと私に対して申し出てきました。そこで，私は，同年３月１５日，代金２００万円で，本件

倉庫とその敷地をＹに売却することを合意し（以下「本件売買」という。），同日，Ｙに本件倉庫とその敷地

を引き渡しました。もっとも，Ｙは転勤の準備で資金が不足しているため，代金２００万円を直ちに支払う

ことができないと申し出たため，私は代金支払日を平成２０年９月１５日と定め，代金の支払と引き換え

に本件倉庫とその敷地の登記を移転することにしました。 

しかし，Ｙは，同年９月１５日になっても代金を支払いませんでした。もっとも，当時，私は妻が病気で

入院していてその看病に追われており，直ちにＹに代金を請求することなく放置していました。その後，妻

の体調が回復したため，私は平成２１年３月１日になって，Ｙに対して改めて代金を支払うよう手紙を出

して請求したところ，同月１５日，Ｙは代金の一部である１００万円を私の口座に振り込んできました。 

もっとも，Ｙは代金の一部である１００万円を支払ったのみで，それ以降残金１００万円を支払ってお

らず，私も仕事が忙しくそれ以降Ｙに対して残金の支払を請求していませんでした。 

そこで，Ｙには本件売買の残代金１００万円を支払ってもらいたいと思います。」 

 

弁護士Ｐは，【Ｘの相談内容】を前提に，平成３０年１１月１日，Ｘの訴訟代理人として，Ｙに対し，売

買契約に基づく代金支払請求権を訴訟物として，残代金１００万円の支払いを求める訴訟（以下「本件訴

訟」という。）を提起することを検討することとした。 

 

以上を前提に，以下の各問いに答えなさい。 

(1) 弁護士Ｐが，本件訴訟の訴状（以下「本件訴状」という。）において記載すべき請求の趣旨（民事訴

訟法第１３３条第２項２号）を記載しなさい。なお，付随的申立てについては，考慮する必要はない。 

(2) 弁護士Ｐが，本件訴状において，請求を理由づける事実（民事訴訟規則第５３条第１項）として主

張すると考えられる具体的事実を記載しなさい。 

(3) 弁護士Ｐは，以下の事実を，請求を理由づける事実として主張する必要があるか。主張する必要の

有無とその理由を記載しなさい。 

ｉ. 代金支払日を平成２０年９月１５日と定めた事実 

ⅱ. 平成２１年３月１５日，Ｙが本件売買代金支払債務の一部の履行として１００万円を支払った事実 

 

〔設問２〕 

弁護士Ｑは，平成３０年１１月１４日，本件訴状の送達を受けたＹから次のような相談を受けた。 

 

【Ｙの相談内容】 

「確かに私はＸから本件倉庫とその敷地を購入しましたが，その代金は２００万円ではなく１００万円

です。そして，私は代金１００万円を全て支払いました。私は代金を全額支払ったのですから，Ｘの主張に

理由はありません。 

また，仮にＸの主張するように代金が２００万円であったとしても，Ｘはもう長いこと残金１００万円
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を請求してこなかったのですから，今更残代金を請求すると言われても納得できません。」 

 

弁護士Ｑは，【Ｙの相談内容】を前提に，Ｙの訴訟代理人として，弁済の抗弁と消滅時効の抗弁を主張す

ることとし，これらが記載された本件訴訟における答弁書（以下「本件答弁書」という。）を提出した。 

 

以上を前提に，以下の各問いに答えなさい。 

⑴ 弁護士Ｑは，本件答弁書に記載した消滅時効の抗弁につき，次の各事実を主張することを検討した。

以下の①ないし③にＱが主張すべき具体的な事実を記載しなさい。 

ア ＸとＹは，〔①〕と合意した。 

イ 平成３０年９月１５日は，〔②〕。 

ウ Ｙは，〔③〕。 

⑵ 裁判所は，Ｙが主張する消滅時効の抗弁について，Ｙに対して撤回するよう促した。裁判所が撤回

を促した理由を記載しなさい。 

 

〔設問３〕 

弁護士Ｐは，第１回弁論準備手続期日において，本件売買の代金が２００万円であることを立証趣旨と

して，売買代金欄に「金二百万円也」と手書きで記載され，当事者欄にＸ及びＹのゴム印による記名並びに

各自の印影による押印がされた売買契約書（以下「本件売買契約書」という。）を提出し，証拠として取り

調べられた。これに対し，弁護士Ｑは，本件売買契約書の成立の真正を否認し，「金二百万円也」との記載

は「金一百万円也」との記載が双方の記名押印後に書き換えられたものであると主張している。 

 

以上を前提に，以下の各問いに答えなさい。 

⑴ 裁判所は，本件売買契約書の形式的証拠力を判断するにあたり，Ｘ及びＹの印影による押印が存在

することについて，二段の推定との関係で，どのように考えることになるか論じなさい。 

⑵ 裁判所は，本件売買契約書の形式的証拠力を判断するにあたり，「金二百万円也」との記載は「金一

百万円也」との記載が双方の記名押印後に書き換えられたものであるとの弁護士Ｑの主張について，

二段の推定との関係で，どのように考えることになるか論じなさい。 

 

 

〔設問４〕 

その後，２回の弁論準備手続期日を経て準備書面及び書証が提出された後，第２回口頭弁論期日におい

て本人尋問が実施され，Ｘは前記【Ｘの相談内容】のとおり，Ｙは下記【Ｙの供述内容】のとおり供述した。 

 

【Ｙの供述内容】 

「私は，Ｘから本件倉庫とその敷地を代金１００万円で購入し，代金を全額支払いました。 

 また，本件倉庫の敷地の価格は先に書証として提出した税金関係の書類から算出すると，約１２０万円

です。本件倉庫は同書類上約２０万円の価値があるとされていますが，登記事項証明書から明らかなとお

り本件倉庫は築４０年以上と古く，現実には価値はありません。むしろ，将来解体費用がかかることや私が

Ｘの友人であることを勘案して，代金を１００万円と合意したのです。客観的な価値より高額な２００万

円で購入するはずがありません。 

Ｘは，本件売買契約書に「金二百万円也」と書いてあるから代金は２００万円だと主張していますが，こ

れはＸがお金欲しさから私の押印後に「一」の字の上に一を加筆したに違いありません。Ｘは，最近事業に

失敗して金策に苦しんでいると聞いていますし，私とはもう約１０年疎遠になっているので，このような

請求をしてきたのだと思います。 

 確かに，私は本件倉庫とその敷地の登記の移転を求めてきませんでしたが，それは私が本件倉庫を自分
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で使うだけで売却する予定もなかったからです。また，Ｘは私の友人でしたし，Ｘが本件倉庫及びその敷地

を第三者に二重に売買してしまう危険など当時は全く感じていませんでした。今も登記が私に移転されて

いないのはＸの怠慢であり，速やかに登記も移転してほしいです。」 

 

 弁護士Ｑは，本件訴訟の第３回口頭弁論期日までに，前記の提出された各書証及び前記【Ｙの供述内容】

に基づいて，弁済の抗弁が認められることにつき主張を展開したいと考えている。弁護士Ｑにおいて最終

準備書面に記載すべき内容を，想定される弁護士Ｐからの主張も踏まえて，答案用紙１頁程度の分量で記

載しなさい。 

以 上  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2019年 4月 14日 

担当：弁護士 大和田準 
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受講者番号

小計 配点 得点

〔設問１〕 (10)

小問⑴ 請求の趣旨が正確に記載されていること 2

小問⑵ 請求の原因が正確に記載されていること 2

小問⑶ (ⅰ)主張する必要がないこと(１点)、期限の定めは請求原因に対する権利障害事実
であり、抗弁にあたること(２点)について正しく記載されていること 3

小問⑶ (ⅱ)主張する必要がないこと(１点)、弁済は請求原因に対する権利消滅事実であり、
抗弁にあたること(２点)について正しく記載されていること
※消滅時効の抗弁に対する再抗弁にもなることを指摘した上で、なお請求原因事実としては
　 主張する必要がないことまで記載した答案には裁量点で最大３点を加点する。

3

〔設問２〕 (8)

小問⑴ ①乃至③が正確に記載されていれば各１点
※①は「経過」と記載されていることが必要(「到来」との区別) 3

小問⑵ １００万円の弁済が代金債務２００万円に対する一部弁済となるときは、当該弁済が
残債権１００万円に対する承認にもあたること(２点)、残債権の承認が残債権１００万円の消
滅時効の更新事由にあたること（１点）、消滅時効の更新が消滅時効の抗弁に対する再抗弁
にあたること(１点)、Yが一部弁済の事実すなわち債務の承認にあたる事実を先行自白して
いること(１点)が記載されていること

5

〔設問３〕 (8)

小問⑴ 文書は形式的証拠力を証明しなければならないこと（１点）、二段の推定の仕組みが
正しく記載されていること（３点、部分点あり）、Ｘ及びYの印影による押印の存在が二段の推
定の適用の前提となって文書全体の真正が推定されること（２点）

6

小問⑵ Qの主張が二段目の推定(法律上の推定)に関する反証であることが記載されている
こと 2

〔設問４〕 (14)

（１）代金を１００万円と合意する動機
本件倉庫の敷地の価格が約１２０万円であることの引用（１点）。本件倉庫は築４０年以上と
古く価値がないことの引用（１点）。
一般に、ある物を客観的な価値より高額で購入する者は存在しないこと等経験則の摘示（１
点）。
本件倉庫は将来解体費用がかかることの引用（１点）、被告は原告の友人であることの引用
（１点）から、客観的価値より価格を減額する動機すらあること（１点）。

6

（２）本件売買契約書の変造の動機・容易性
原告が最近事業に失敗して金策に苦しんでいることの引用（１点）、原告が被告と約１０年疎
遠になっていることの引用（１点）。
一般に、金策に苦しむ者には契約書を変造して疎遠な者から金銭を得る動機があること等
経験則の摘示（１点）。
本件売買契約書の売買代金欄は手書きであり、「一」から「二」に変造することは容易である
こと（１点）。

4

（３）移転登記の不存在に対する反論
被告は代金支払当時、本件倉庫を自己使用しておりその売却予定がなかったことの引用（１
点）。原告は被告の友人であるため、本件倉庫及びその敷地を第三者に二重に売買してしま
う危険も全く感じていなかったこと（１点）。代金全額を支払っていないことが被告が移転登記
を求めなかった理由ではないこと（１点）。移転登記の不存在は代金が２００万円であることを
推認させないこと（１点）。

4

○裁量点 (10) 10

合　計 (50) 50

予備試験答案練習会（法律実務基礎科目（民事））採点基準表

 2019年4月14日 担当：弁護士　大和田準
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法律実務基礎科目（民事） 解説レジュメ 

 

第１ 総論（民事実務基礎とは） 

 

１ 要件事実 

２ 民事訴訟手続 

３ 事実認定 

４ 民事執行・民事保全 

５ 法曹倫理 

 

第２ 設問１について 

 

小問⑴ 請求の趣旨（民事訴訟法第１３３条第２項２号） 

（１）「請求の趣旨」とは 

：訴訟における原告の主張の結論となる部分・訴えをもって審判を求める請求の表示 

（２）請求の趣旨に，給付の法的性質や理由などは記載しない。 

例：「被告は，原告に対し，売買残代金１００万円を支払え」……× 

 

小問⑵ 「請求を理由づける事実」＝「請求の原因」（民事訴訟規則第５３条第１項） 

（１）前提としての訴訟物の特定 

 本問の訴訟物：売買契約に基づく代金支払請求権 １個 

cf.実務は旧訴訟物理論を採用 

（２）「請求の原因」と「要件事実」の関係 

「請求の原因」とは：訴訟物である権利を発生させるために必要な法律要件に該当する事実 

「法律要件」とは ：権利の発生，障害，消滅，阻止という法律効果の発生要件 

「要件事実」とは ：一定の法律効果を発生させる法律要件に該当する具体的事実 

受験レベルでは，誤解を恐れずに言えば，要件事実＝主要事実と考えてよい。 

cf.間接事実，補助事実 

∴「請求の原因」には要件事実を記載する。 

「請求の原因」にあたる要件事実を「請求原因事実」ともいう。 

請求の原因にあたる要件事実がわからないときの考え方のフローチャート 

①訴訟物を特定する 

②訴訟物である権利を発生させるために必要な法律要件は何かを明らかにする（条文にあ

たる） 

③その法律要件に該当する事実（要件事実）が何かを考える 

（３）売買契約に基づく代金支払請求権の要件事実 

「売買は，当事者の一方がある財産権を相手方に移転することを約し，相手方がこれに対し

てその代金を支払うことを約することによって，その効力を生ずる。」（民法５５５条） 

→①財産権（目的物）の移転，②対価たる代金支払についての各合意が法律要件 

∴①及び②についての各合意に該当する具体的事実が要件事実になる。 

：「原告（Ｘ）は，被告（Ｙ）に対し，本件倉庫及びその敷地を，代金２００万円で売っ

た。」が要件事実になる。 

※実務上は売買の日付も記載することが多いが，厳密には要件事実ではない。 



- 2 - 
 

小問⑶ 請求原因と抗弁の関係 

i.代金支払日を平成２０年９月１５日と定めた事実 

（１）問題の所在 

原告（Ｘ）は，平成２０年９月１５日が到来しなければ，被告（Ｙ）に売買代金を請求でき

ないのであるから，平成２０年９月１５日という代金支払日を定めたが，その支払日は到来し

た，ということを請求原因事実で主張しなければならないのではないか？ 

（２）条件・期限（法律行為の付款） 

：法律行為の効力の発生や消滅，法律行為から生じる債務の履行を，将来の一定の事実にかか

らせる旨の合意 

 代金支払日を平成２０年９月１５日と定めた事実は，売買代金支払債務という「債務の履行」

を，平成２０年９月１５日の到来という「将来の一定の事実」にかからせる旨の合意である（代

金債務の履行期限の合意）。 

代金債務の履行期限の合意にあたる事実は，請求原因事実ではない（小問⑵（３）参照）。 

→では履行期限の合意の法的位置づけは何か？ 

（３）「抗弁」 

「抗弁」とは：①請求原因と両立し，かつ，②請求原因が存在することによる権利の発生を障

害し，消滅させ，又は権利の行使を阻止する法律要件に該当する事実 

※小問２の「請求の原因」の定義と対比せよ。 

∴「抗弁」にも要件事実を記載する。 

「抗弁」にあたる要件事実を「抗弁事実」ともいう。 

※①「請求原因と両立」しない事実は，抗弁ではなく，請求原因に対する否認の理由にあたる

（民事訴訟規則７９条３項） 

（４）結論 

∴履行期限の合意にあたる事実は，抗弁である。 

代金支払日を平成２０年９月１５日と定めた事実は，被告（Ｙ）が原告（Ｘ）の請求に対す

る抗弁として主張すべき事実である。 

cf.履行期限の到来にあたる事実は，履行期限の合意に対する再抗弁になる。もっとも，本件

では履行期限（平成２０年９月１５日）が到来した事実は顕著であるから，原告（Ｘ）が主張

するまでもなく再抗弁の成立が認められる。 

したがって，被告（Ｙ）が履行期限の抗弁を主張する実益はない。 

ⅱ.平成２１年３月１５日，Ｙが本件売買代金支払債務の一部の履行として１００万円を支払った

事実（応用問題） 

（１）問題の所在 

原告（Ｘ）は，代金２００万円で本件倉庫及びその敷地の売買契約を締結したが，既にその

代金の一部として１００万円の支払いを受けているから，本訴訟ではその残額である１００万円

を請求する，ということを請求原因事実で主張しなければならないのではないか？ 

（２）弁済 

：債務の内容である給付を実現させる債務者その他の者の行為（民法４７４条以下）。 

これによって債権はその目的を達して消滅する（権利消滅事実）。一部弁済の場合，債権はそ

の一部の範囲で消滅する。一部弁済の事実も抗弁事実であり請求原因事実ではない。 

→一部弁済の法的位置づけは他にもないか？ 

（３）「再抗弁」 

一部弁済の事実は，原告（Ｘ）の立場からは，消滅時効の更新事由にあたるため（改正民法

１５２条１項），消滅時効の抗弁に対する再抗弁にもなる。 

なお，消滅時効の効果は，時効期間の経過によって確定的に生ずるものではなく，時効が援
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用されたときにはじめて確定的に生ずる（詳細は設問２小問１の解説で後述）。そうすると，仮

に原告（Ｘ）が，売買契約成立時が平成２０年４月１５日であることを主張したとしても，被

告（Ｙ）が時効援用の意思表示を主張しない限り消滅時効の効果は発生しないため，消滅時効

の要件事実を全て先行自白したことにはならない。したがって，本問はいわゆる「せり上がり」

の問題ではなく，一部弁済の事実を請求原因において予め主張しておく必要はない。 

また，被告（Ｙ）の立場からは，本件売買代金は１００万円と合意していたことが前提とな

るため，１００万円の支払は一部弁済の抗弁ではなく，あくまで全部弁済の抗弁として機能す

る。 

 

第３ 設問２について 

 

小問⑴ 消滅時効の抗弁の要件事実 

①「代金支払期限を平成２０年９月１日」 

②「経過した」 

③「消滅時効を援用する」 

（１）消滅時効の抗弁とは 

消滅時効の主張は，代金債権の消滅原因となるため，抗弁に位置づけられる。 

債権の消滅時効の法律要件は，（ⅰ）権利を行使することができる状態になったこと（改正民法

１６６条１項２号），（ⅱ）ⅰのときから１０年が経過したこと（改正民法１６６条１項２号），

（ⅲ）援用権者が相手方に対し時効援用の意思表示をしたこと（民法１４５条）である。 

 ①は（ⅰ）の，②は（ⅱ）の法律要件に該当する具体的事実（＝要件事実）である。 

※「経過」と「到来」の区別 

「経過」：ある日を過ぎること ex)遅滞 

「到来」：ある日が来ること  ex)期限 

（２）時効援用の意思表示（改正民法１４５条） 

 時効による権利消滅の効果は，時効期間の経過とともに確定的に生ずるものではなく，時効

が援用されたときにはじめて確定的に生ずる（不確定効果説のうち停止条件説，最判昭６１年

３月１７日民集４０巻２号４２０頁）。したがって，③の主張が必要になる。 

 

小問⑵ 裁判所が撤回を促した理由（応用問題） 

（１）消滅時効の抗弁が予備的抗弁であること 

被告は本件売買代金が１００万円であることを前提に，全部弁済したとの抗弁を主位的に主

張している。 

これに対し，消滅時効の抗弁は，仮に本件売買代金が２００万円だったとしても，残額１００万円

は時効により消滅したと主張するものであり，本件売買代金が１００万円ではなく２００万円

であることを認める点で，予備的抗弁に位置づけられる。 

（２）被告（Ｙ）が主張したと考えられる弁済の抗弁の要件事実 

「被告は，原告に対し，平成２１年４月１５日，本件売買契約に基づく債務の履行として１００万円

を支払った。」が弁済の抗弁の要件事実になる。 

上記弁済の抗弁にあたる事実は，それが一部弁済であるとすると，「権利の承認」にもあたる

事実であり，消滅時効の更新事由（改正民法１５２条１項）になる。消滅時効の更新は，消滅

時効の抗弁に対する再抗弁となるため，被告は再抗弁にかかる事実を先行自白したことになる。

したがって，被告の消滅時効の抗弁は，主張自体失当である。 
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第４ 設問３について 

 

小問⑴ 二段の推定と押印 

（１）文書の形式的証拠力（民事訴訟法２２８条１項） 

「形式的証拠力」とは：文書の記載内容が作成者の思想の表現であると認められること＝「成

立が真正であること」 

「文書は，その成立が真正であることを証明しなければならない。」（民事訴訟法２２８条１

項）とは， 文書の形式的証拠力を，当該文書を証拠として請求する者が証明しなければならな

いことを意味する。 

→形式的証拠力とは文書の成立が真正であることを指す。 

本件では，「弁護士Ｑは，本件売買契約書の成立の真正を否認し」とあるとおり，本件売買

契約書の形式的証拠力が否認されているため，弁護士Ｐはその形式的証拠力（＝成立が真正

であること）を立証しなければならない。 

cf.「実質的証拠力」：真正な文書に示された思想内容が要証事実に対する裁判官の心証形

成に役立つ効果を有すること 

（２）二段の推定（民事訴訟法２２８条４項） 

ア とはいえ，文書の形式的証拠力（＝成立の真正）はどう証明するのか？ 

→「私文書は，本人又はその代理人の署名又は押印があるときは，真正に成立したものと推

定する。」（民事訴訟法２２８条４項）とあるとおり，本人又はその代理人の署名又は押印

があれば，形式的証拠力が推定される。 

→推定された文書の形式的証拠力を否認するときは，立証責任が転換され，相手方が当該文

書の形式的証拠力の不存在を立証しなければならなくなる。 

イ では「本人又はその代理人の署名又は押印があるとき」とはどんなときか？ 

①成立を争う私文書に本人又は代理人の印章による印影が存在する場合（前提事実）には，

第三者に自己の印章を使用させることは稀であるとの経験則から，本人又は代理人の意思

に基づく押印であるとの事実上の推定が及ぶ（１段目の推定）。 

②これにより民訴法２２８条４項の「押印」の要件が満たされる結果，同項により文書全体

が真正に成立したとの推定が及ぶ（２段目の推定）。 

（３）本問の回答 

本件では，本件売買契約書にはＸ及びＹ双方の印影による押印がある。したがって，当該押

印はＸ及びＹの意思に基づく押印であることが事実上推定される結果，本件売買契約書全体が

真正に成立したとの推定が及ぶ。 

二段の推定が問われたときは，文書は成立の真正を証明しなければならないこと及び二段の

推定の内容について理解していることを答案に示す必要がある。 

 

小問⑵ 二段の推定に対する反証 

（１）二段の推定に対する相手方の反証 

①本人の印章による印影ではない（前提事実に対する反証） 

②本人の意思に基づく押印ではない（１段目の推定に対する反証） 

ex)盗まれた印鑑による押印，同居者が勝手に押印，預けた印鑑の目的外使用 

③本人の意思に基づく押印後に文書が変造された（２段目の推定に対する反証） 

が主に考えられる。試験で二段の推定が出題されたときは，いずれの段階に対する反証が問

題となっているのかを常に意識する必要がある。 

（２）本問の回答 

本件の弁護士Ｑの主張は③にあたることを指摘し，２段目の推定が成立しない結果，形式的
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証拠力が認められなくなる可能性の存在を答案に示す必要がある。 

 

第５ 設問４について 

 

（１）事実認定 

設問に記載された事実をとにかく引用し，経験則を示して適用・評価し，要証事実の存在を

推認する。 

自己の依るべき立場（本件では被告）から見て有利な事実と不利な事実に分け，有利な事実

についてはなぜ有利なのか，経験則を示して適用し評価する。不利な事実については，やはり

経験則を示して適用し，本件では不利にならないとの評価を記載する。 

事実を時系列の観点から整理する（契約締結前の事情・契約締結時の事情・契約締結後の事情）。 

（２）経験則とは 

「経験則」：社会生活における経験から帰納される一切の法則 

→社会生活の中で，このような事実があれば普通このようになるだろうというような法則的な

ものであり，当然例外があり得る。その場で考えて書けば十分であり，勉強して対策するも

のでもない。 

ex)実印は普通第三者に渡さない→実印の押印は普通本人の意思に基づく 

 

 

第６ 参考文献 

 

（１）必読 

・司法研修所編「新問題研究要件事実」（法曹会・平成２３年） 

（２）参考 

・大島眞一「完全講義民事裁判実務の基礎[第２版]上巻」（民事法研究会・平成２５年） 

・司法研修所編「改訂紛争類型別の要件事実 民事訴訟における攻撃防御の構造」（法曹会・平成１８年） 

・村田渉・山野目章夫編著「要件事実論３０講[第３版]」（弘文堂・平成２４年） 

（３）その他 

・岡口基一「要件事実マニュアル１・２[第５版]」（ぎょうせい・平成２８年） 

・岡口基一「要件事実問題集」 

・司法研修所編「増補民事訴訟における要件事実第一巻・第二巻」（法曹会・昭和６１年，平成４年） 

 

以 上  

 

 

2019年 4月 14日 

担当：弁護士 大和田準 



2019年4月14日開催 法律実務基礎 民事 

 

最優秀答案 
回答者 ＫＯ 32点 

 
第１ 設問１  

１．（１）について 

被告は，原告に対して，金100万円を支払え。 

２．（２）について 

Ｘは，Ｙに対し，平成20年3月15日，本件倉庫とその敷地を代金200万円で

売った。 

３．（３）ⅰについて 

売買契約（民法555条）が締結されれば，代金支払債務が発生するのが，原

則であり，代金支払日を後日にすることは例外となる。そこで，その例外によ

り利益を受ける者が主張すべきとなる。 

本件では，代金支払日が売買契約の日より後になることで利益を受けるの

は買主Ｙである。そこで，ⅰの事実はＹが抗弁として主張すべきこととなる。 

したがって，ⅰの事実の主張は不要である。 

４．（３）ⅱについて 

一部請求の場合は，単なる機械的・数量的な分割に基づく請求であっても請

求の特定に欠けることはないと考えられている。 

したがって，請求を理由づける事実としてⅱの事実を主張する必要はない。 
 

第２ 設問２ 

１．（１）について 

①には，「代金支払日を平成20年9月15日」が入る。 

②には，「経過した」が入る。 

③には，「時効援用の意思表示をする」が入る。 

２．（２）について 

Ｙは，平成21年3月15日に代金の一部を支払っているところ，これが「承認」

（民法147条３号）に当たり，主張自体失当となるため。 
 



第３ 設問３ 

１．（１）について 

私文書について，本人の意思に基づく押印があれば，当該私文書は本人の意

思に基づき作成されたものであることが推定される（民事訴訟法228条４項）。

そしてわが国では，印章は通常慎重に管理されており第三者が容易に押印す

ることができないという経験則があるため，本人の印章により検出された印

影があれば，押印は本人の意思に基づくものであることが事実上推定される。 

これと同項による推定をあわせると，前述の印影がある場合には，文書の成

立の真正が推定されることとなる。 

本件では裁判所は，Ｘ及びＹの印影による押印が存在していると考えてい

るので，反証のない限り，文書の成立の真正を認めることができることになる。 

２．（２）について 

本人の意思に基づく押印があるが，その後に文書が書き換えられたという

ことなので，二段目の推定（民事訴訟法228条４項による推定）をくつがえす

主張となる。 

ここで，同項の推定は，事実上の推定なので，弁護士Ｑが真の記載が「金一

百万円也」であったことを本証する必要はなく，記名押印後に書き換えられた

ものであるかもしれないとの疑問をいだかせる程度の反証をすれば，よいこ

とになる。 

そこで，裁判所としては，弁護士Ｑの反証が成功したかを考えることとなる。 

 

第４ 設問４ 

１．弁済の抗弁が認められるためには，100万円支払の事実については相手方も

認めているので，そもそも売買代金が100万円であったということを主張す

るべきである。 

２．本件倉庫とその敷地の価格が公的な書類である税金関係の書類が算出する

と140万円となる事実からすると，確かに100万円での売却は無いとも思える。

しかし，本件倉庫は築40年以上と古く，現実には価値がない上，将来解体費

用がかかることが，ＸＹ間の友人関係を考えると40万円程度の値引きは不自

然ではない。また，本件倉庫が書面どおりの価値があったとしても140万円に

しかならないものを200万円で売却することは考えられない。このことから，

売買代金が100万円であったことが推認される。 

３．本件売買契約書に「金二百万円也」と書かれていることは，「一」の字の上



に一を加筆しているだけなので容易に改ざんできるものである。 

したがって，この事実から売買代金が200万円であったことを推認すること

はできない。 

４．また，登記の移転を求めていないことは，転売目的がなかったことや，Ｘを

信頼してのことである。そのため，まだ代金を支払っていなかったから求め

ていなかったというわけではない。 

したがって，このことも代金が200万円であることを推認させる事実とはい

えない。 

５．以上より，弁済の抗弁が認められる。 

以 上 
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採点講評 

（2019 年 4 月 14 日 法律実務基礎 民事） 

 

 

第１ 全体について 

 

・民事実務基礎科目の勉強をしたことがあるか否かで，答案の出来が大きく左右され

ていると感じられました。他の科目との兼ね合いからも多くの時間をかけて勉強す

る必要はないものの，最低限「新問題研究要件事実」は読んで要件事実の基礎を身

につけてください。 

・途中答案になっている答案が一定数見られました。民事実務基礎科目は多くの受験

生にとって正確な解答をすることが難しい科目であるため，わからなくても条文を

摘示する等しつつ現場で思考することで部分点を得ることができる可能性があり

ます。諦めずに何かしら記載してください。時間切れとなった方は，次回以降時間

配分に気をつけてください。 

・条文が全く摘示されていない答案が少数ながら見られました。民事実務基礎科目も

民法及び民事訴訟法が問われていることから，意識的に条文を摘示してください。 

 

第２ 設問１ 

 

・「請求の趣旨」や「請求を理由づける事実」がどのようなものであるかを理解してい

ない答案が半数ほどあった。現場思考を要求する設問ではなく，事前に勉強すれば

確実に点数を稼げるため，本問を誤った方はぜひ勉強してください。 

・小問２は「具体的事実を記載しなさい」とあるとおり，事実のみを記載すればよく，

その事実を記載した理由の説明は求められていません。 

・小問３（ⅱ）は，一部弁済の事実が売買代金支払請求権の請求原因事実になるのか

（抗弁事実ではないか）を問うていましたが，民事訴訟法上の一部請求の可否の問

題と考えて，処分権主義について論じた答案が少数ながら見られました。要件事実

の観点からは，売買代金２００万円のうち１００万円を請求する際に残代金１００

万円について弁済を既に受けていることまで主張する必要はありません（主張しな

ければ請求が棄却されるとなれば明らかに不当でしょう）。もっとも，実務上は「関

連事実」（民事訴訟規則５３条２項）として請求原因事実とは区別して記載するこ

とで，なぜ１００万円だけを請求するのか裁判所にわかるようにしています。 

 

第３ 設問２について 

 

・小問１の消滅時効の要件事実はよく書けている答案が多かったです。 

・「経過」と「到来」の区別を誤った答案が少数ながら見られました。 

・小問２では１００万円の一部弁済の事実が残債権１００万円の承認にもあたり，消

滅時効の中断事由になることは，多くの人が書けていました。 
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・消滅時効の中断事由の主張が，消滅時効の抗弁に対する再抗弁にあたることまで書

けている人も少数ながら存在しました。 

 

第４ 設問３ 

 

・二段の推定のうち一段目の推定については，「押印」が本人の意思に基づくもので

ある必要があること，本人の印章による印影の存在から本人の意思に基づく押印で

あることが事実上推認されることについて，通常第三者に自己の印章を使用させる

ことはないという経験則も含めて，よく書けている答案が多かったです。 

・ゴム印での記名が「署名」にあたると誤解している答案が少数ながら見られました。 

・他方で，二段目の推定については，民事訴訟法２２８条４項により「押印」の存在

から当該私文書全体の成立の真正が推定されることを正しく理解しているのか疑

わしい答案が散見されました。意思に基づく押印さえあれば文書全体の成立が「認

定」され，文書の変造は実質的証拠力（内容の真正）の問題になると誤解している

答案もしばしば見られました。「押印」があっても，文書全体の成立の真正はあくま

で「推定」されるにとどまるのであって，文書の一部が押印後に書き換えられたと

き（変造）は，文書全体の成立の真正について疑いが挟まれています。したがって，

文書の変造は二段目の推定に対する反証になり，文書の成立の真正を否定します。 

・民事訴訟法２２８条４項の問題であることに気づいていない答案が少数ながら見ら

れました。民事訴訟法の重要論点でもあるため，基本書で二段の推定について勉強

してください。 

 

第５ 設問４ 

 

・時間切れになったのかほとんど記載がない答案もしばしば見られました。準備書面

の設問には相応の配点があるため，時間配分を意識してしっかり記載時間を確保し

てください。 

・準備書面に記載すべき内容を抽象的に説明する答案も少数ながら見られました。し

かし，本問では【Ｙの供述】に記載された具体的事実を引用して経験則を適用し，

売買代金が１００万円であって弁済の抗弁が認められることを具体的に主張する

こと（準備書面そのものを作成すること）が求められています。 

・とりわけ，本件売買契約書の変造の動機・容易性を示す事実について十分な記載が

なされた答案は少なかったです。他方で，多くの事実を引用して適切に評価する答

案も少数ながら存在し，このような答案は最終的に高得点になっています。 

 

第６ 勉強方法の補足 

 

・民事訴訟法が苦手な方や民事訴訟のイメージがわかない方は，法司法研修所監修「４

訂 民事訴訟第一審手続の解説―事件記録に基づいて―」（法曹会・平成１３年）を

読むと，模擬事件記録（設問４で問われた準備書面も収録されています）が掲載さ

れており，具体的な民事訴訟の流れやイメージを把握しやすくなると思います。 

以 上  
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